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ID&Eグループは、1946年に日本工営を創業して以来、日本に
おける建設コンサルティング業界のトップ企業として、「世界を
すみよくする」というミッションを果たすため、コンサルティング
事業、都市空間事業、エネルギー事業を通じ世界各地で国づく
り・まちづくりに貢献してきました。今日では、国づくり・まち
づくりに必要なさまざまな技術・専門性を有する約7,000名を
超えるスペシャリストがグローバルに活躍しています。

2025年、ID&Eグループは東京海上グループに加わり、新た
なスタートを切りました。
東京海上グループは、1879年の創業以来、「お客様や社会の
“いつも”を支え、“いざ”をお守りする」をパーパスとして世界
中で保険商品・サービスなどを提供しています。東京海上グ
ループとID&Eグループは、これまで異なるアプローチでそれ
ぞれの得意領域で事業を推進してきましたが、社会課題の解決
に取り組むという想いは同じです。 

東京海上グループの保険事業に、ID&Eグループのコンサル
ティングサービスやエンジニアリングサービスを組み合わせる
ことで、民間企業においても、飛躍的に災害リスク対策の実装
力が高まります。災害後は保険金を再発防止に活用すること
で、将来的なリスクと次に起こる災害による損害の低減も可能
となります。

今後も、ID&Eグループのミッション「世界をすみよくする」をよ
り強力に推進していくために、ID&Eグループが培ってきた専
門性と総合力を活かし、より実効性のあるレジリエントな社会
の実現を目指していきます。
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ID&Eグループ経営理念
日本工営創業者の起業家精神は、今も「誠意をもってことにあたり、技術を軸に社会に貢献する。」という経営理念に
継承されています。

MissionMission
私たちの使命

なりたい姿
Vision

共通の価値観
Values

世界をすみよくする​
常に志を高く持ち、
自らの技術を磨くことに励み、
蓄積された技術力をサービスとして提供する

唯一無二の価値を提供する会社​
結束したグローバル企業集団に進化、
2030年目標は世界ランキングトップクラス

誠意をもってことにあたれば、​
必ず途

みち
は拓

ひら
ける​。

「挑戦する気概」
「スピードを大切にする」
「事業家マインド」
「ステークホルダーサティスファクション」

事業活動を通じてIDEALな世界の実現に向けて貢献するために、5つのマテリアリティを設定しています。

私たちが目指すべきところ

マテリアリティ

分断・格差のない世界の構築 すみよい地球環境の実現 共創による新たな社会課題への挑戦

多様なグループ人財の活躍 誠意と技術を軸にしたグループ経営

誠意をもってことにあたり、技術を軸に社会に貢献する。

経営理念



 ID&E Group Report 2026 4

ID&Eグループ経営体制
ID&Eグループは、2023年に持株会社体制へ移行し、事業ドメインに応じたセグメントでグループを運営していま
す。各事業会社が自律的かつ機動的に事業を推進することで、変化の激しい環境にも柔軟に対応しています。2025
年に東京海上グループに加わり、保険と技術を融合した新たな価値創造に取り組んでいます。
東京海上グループの得意領域である「保険」とかけ合わせることで、「現状把握」「対策実行」「経済的補償」「復旧・
維持管理」の4領域におけるソリューションを提供していきます（P.9〜10を参照）。

体制図

東京海上ホールディングス

エネルギーセグメント 24社

日本工営エナジー 
ソリューションズ 工営エナジー NIPPON KOEI  

ENERGY EUROPE
など

コンサルティングセグメント 23社

日本工営 日本シビック 
コンサルタント NIPPON KOEI INDIA

など

都市空間セグメント 53社

日本工営都市空間 BDP Holdings 黒川紀章
建築都市設計事務所

など

グループ経営管理セグメント 5社

日本工営
ビジネスパートナーズ エル・コーエイ

など

ID&Eホールディングス持株会社
主要会社5社

グループ会社100社

（2026年3月31日）



6,763名
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At a Glance

1,651億円

売上収益

都市空間

25.1%

都市空間

25.7%

エネルギー

16.3%

コンサルティング

58.1%

コンサルティング

57.0%

エネルギー

16.3%

1946年※

105社

海外拠点従業員数グループ会社数

グループ従業員数創業

創業者の久保田豊が戦後復興を志し1946年※に創業しました。
約80年経った今も、創業精神は経営理念に受け継がれ、
現在も私たちの胸に脈々と流れています。
※日本工営の創業年

グループ各社が一丸となって課題解決・価値創造を推進してい
ます。今後もネットワークを拡大し、さらなる成長を遂げていき
ます。

グループ従業員のうち、およそ３分の１が海外を拠点に活躍して
おり、世界各地で私たちのサービスをお届けしています。

社会課題の解決を目指し、国内外の従業員一人ひとりが挑戦を
続けながら活躍しています。常にプロフェッショナル人財の発掘
と育成に努めています。

2,338名

1,652億円

受注高



約10,000件

約40%
　32カ国

　　　　　43地域

47都道府県

建設コンサルタントとは？
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海外拠点海外売上比率

国内拠点年間プロジェクト件数

1,834名

世界水準の技術で地域に暮らす人々のニーズに向き合い、海外
売上比率を伸ばすことを目指しています。

（注）受注高、売上収益、人数および拠点数は2026年3月末時点、海外拠点は2026年8月末時点

創業時から海外で社会資本整備に携わり、さまざまな日本の技
術を海外に提供しています。

国や地域、日々の暮らしの中にあるさまざまな問題解決を目指
し、数々のプロジェクトで挑戦を続けています。

全国にネットワークが広がっています。研究拠点として、茨城県つ
くば市に中央研究所を有しています。

※出典：日経コンストラクション 2026年4月号 技術士数は、2026年6月末時点

第1位※

建設コンサルタントとは、社会資本整備の企画・設計から維持管理までの全過程において、技術的知見
を提供するパートナーです。
インフラの整備は、主に国や地方自治体が発注者となります。建設コンサルタントは、発注者のパートナー
として、具体的な計画、調査、設計、施工監理、維持管理において技術的支援を行います。
技術士は、国の資格認定制度です。建設コンサルタント業務での監理技術者や照査技術者の資格要件と
して認められる資格の一つで、プロポーザルなどの技術者評価においても優位に評価されます。

国内建設コンサルタントランキング 業界トップクラスの「技術士」保有者数

PIVOT｜【知られざるインフラの世界】社会のインフラを支える「建設コンサル」とは？
https://youtu.be/7KyYxU41Qh4?si=oDEK4pUQAC_RqZEK
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ID&Eグループの強みと事業

● �土木、建築、エネルギーにまたがる複合的な技術を�
必要とするスマートシティの構築など、大規模インフラ
整備事業を網羅的にカバーする対応力・総合力

同業他社が真似できない
3事業領域・幅広い分野の総合力

● �グループ従業員のうち、およそ8割が技術・工学系
のプロフェッショナル人財

● �建設コンサルタントの登録部門（国土交通大臣指定）
21部門の全てにおいて技術者を配置

● �業界最大規模の研究所を保有

持続的な競争優位性を支える
技術力

ID&Eグループのケイパビリティは、次の4つに大別されます。長年、国内外の公共事業で培った高い技術力をもとに、社会の強靭化に直結
するソリューションを保有しており、東京海上グループの強固な顧客基盤・ネットワークを通じて、新たなソリューションを提供していきます。

ID&Eグループのケイパビリティ

事業概況

国内では、国土交通省などの官庁や地方自治体などが 
計画するインフラの整備・維持、安全対策などの社会基
盤整備事業に対して、計画立案や設計などに関する技術
コンサルティング業務を提供しています。
海外では、日本政府のODA事業を中心に、地域や国
の発展を支えるインフラ整備事業を数多く手掛けてい
ます。

国内においては、都市運営・地域活性化、都市開発・拠
点開発、都市基盤整備などのサービスを提供。自治体業
務の経験を活かし、民間事業や行政との協議の支援や、
土地区画整理や開発事業を担っています。
海外においては、BDPグループが英国やカナダを中心に
都市空間、建築意匠、構造設計、設備設計など幅広い分
野でサービスを提供しています。

電力会社が運営する変電所・開閉所・発電所の新設や
改修、 電力系統の監視制御を効率的に行う集中監視制
御システムの構築、水力発電所におけるダム管理システ
ムの構築や関連機器の製造などを手掛けています。近年
では、再生可能エネルギー市場の拡大や電力システム改
革に対応し、エネルギーマネジメント事業を拡大してい
ます。

コンサルティング事業

都市空間事業

エネルギー事業
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● ��国内の支店・事務所や、海外31カ国の現地拠点事務所
のネットワーク

● �災害時にすぐに現場に駆けつける迅速な対応
● ��長年の公共事業・ODA事業で国、自治体、相手国政府
やパートナー企業と培った信頼関係

顧客との強固な関係性と
ネットワーク

● �3事業において、構想・企画から調査、解析、設計、
施工監理、運営・維持管理まで、一気通貫での対応
が可能

事業プロセス全体への
一気通貫の対応力

ID&Eグループの強み 市場からの評価

公共事業で培った多岐にわたるインフラ整備の実績を活
かし、大規模かつ複雑なインフラ整備事業にも取り組ん
でいます。河川、地質、防災、交通・都市計画などに精通
した専門技術者と、世界160以上の国と地域での豊富な
実績により、国内外でノウハウの提供が可能です。
自社の研究所（中央研究所）では各種実験施設を備え、数
値解析の検証を通じて成果品の品質を担保しています。

都市の開発・再開発において、企画・構想段階から設計、
運営・維持管理までをワンストップで提供しています。土
木と建築の両面から市街地開発・再開発に対応可能で、
区画整理事業で培った利権調整や合意形成力に強みがあ
ります。歴史的建築物からカーボンニュートラルな最新施
設まで手掛ける幅広い設計・デザイン力も備えています。

エネルギーに関するコンサルティングから開発・運営、も
のづくりまで、電力サプライチェーン全体にわたるサービ
スを提供しています。日本の電力会社向けに高品質な請
負工事や製品供給を展開し、技術力を高めてきました。
水力発電や欧州で培った蓄電池の専門的知見、電力取
引市場での豊富な経験をもとに、再生可能エネルギーの
導入・拡大などを通じて、気候変動対応策に貢献するこ
とが可能です。

９４０億円売上収益 コア営業利益１０3億円
顧客

中央省庁、地方自治体、​
JICA、民間企業 など

国内建設コンサルタントランキング 1位
● ���建設コンサルタント業界最大規模の 

研究所（中央研究所）を保有

425億円売上収益 コア営業利益 14億円
顧客 中央省庁、地方自治体、民間企業 など

● ��土地区画整理事業は国内随一の実績 
（全国30,000ha）

● �BDP社は英国トップクラスの建築会社 
英国で初めて「BIM Level 2」の認証を取得

２６９億円売上収益 コア営業利益 11億円
顧客 電力会社、地方自治体、民間企業 など

● ��ベルギー最大級の蓄電所の運営
● ��自社工場（福島事業所）を保有



 ID&E Group Report 20269

早期復旧
Build Back Better
再発防止

東京海上ディーアール株式会社

ID&E 14

ID&E

防災設計、
ハード対策

点検・保守計画策定
23

東京海上ディーアール株式会社

ID&E

リスク評価

保険金の支払
東京海上日動火災保険株式会社

ID&E参画後の東京海上グループの事業領域 従来の東京海上グループの事業領域

1

現状把握

2

対策実行

4

復旧・
維持管理

3

経済的
補償

災害の発生

平時には、災害リスクの評価を起点に、防災設計やハード対策、点検・保守計画の策定などを通じて、被害の未然防止や低減を支
援します。万一災害が発生した際には、保険による経済的補償に加え、被災状況の迅速な把握、復旧計画の策定、早期復旧や再発
防止までを一体的にサポートします。こうした「現状把握」「対策実行」「経済的補償」「復旧・維持管理」の4領域を循環させること
で、災害に強い企業活動や社会基盤づくりに貢献していきます。

ID&Eグループが得意とする公共インフラの防災・減災対策、東京海上グループの保険を組み合わせて民間のお客様にサービス
を提供することで、プロテクションギャップ（保険でカバーされない損失）を解消し、レジリエンスな社会の実現が可能となります。

東京海上グループとID&Eグループが提供するソリューション事業

東京海上グループ

お客様や社会の“いつも”を支え、
“いざ”をお守りする

ID&Eグループ

世界をすみよくする

災害レジリエンスの4領域

気候変動などへの緩和策
ID&E
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現状把握

対策実行

復旧

経済的
補償

現状把握

対策実行

 維持管理

経済的
補償

災害発生時 平時

運営・維持管理

施工（監理）

設計

調査・解析

企画・計画

運営・維持管理 企画・計画

調査・解析

設計

施工（監理）

災害の発生

1

2

4

3

1

2

4

3

緊急対応終了後は
平時のプロセスに戻る

平時にはさまざまなインフラ施設に関する企画・計画から運営・維持管理までを一貫して行っています。平時におけるこうしたノウ
ハウが蓄積されているからこそ、災害発生時においても、真に必要なニーズを見極め、迅速に緊急対応を行うことが可能となりま
す。被災状況を把握するための調査や、損壊した施設の復旧、資材調達、発注などには工数も時間も必要です。災害レジリエンス
の4象限を一貫で行うサイクルの中に、迅速な被害調査と復旧プランの策定も組み込み、保険と合わせて提供することで、復旧の
スピードと質を大きく改善することが実現します。

災害の事前・事後におけるID&Eの役割

適切なリスク対策を講じない場合

総合的なリスクマネジメントを実施した場合

企業が抱える災害リスクを十分に評価・把握・対策できていない場合、被災時には、被災状況を把握するための調査や、損壊した
建屋の復旧、資材調達、発注などには、時間を要し、復旧の長期化やサプライチェーン（供給網）の寸断、事業停止につながる可能
性があります。事業継続の観点からも、災害後の復旧のみならず、平時からリスクを把握し、事前の対策（防災設計・ハード対策）
や早期復旧の体制づくりが企業のレジリエンス（回復力）向上につながります。

東京海上グループが有するリスク評価などの知見と、ID&Eグループが培ってきた防災・減災に関する高度な技術を組み合わせる
ことで、お客様ごとの災害リスクを把握し、合理的な意思決定が可能となります。
また、防災設計やハード対策などの事前対策から、災害発生時の経済的補償、被災後の迅速な復旧・再発防止までを一貫して支
援することで、被害の低減と事業の早期再開を実現します。 これにより、企業の事業継続性の強化と社会全体のレジリエンス向上
に貢献します。

平 時

災害発生

復旧・
復興
開始

事業の
中断

経済的な
困窮 × 災害後の

対応に追われ
被害が拡大

災害発生

①現状
把握 ！ 被害を抑え

早期復旧・
事業継続を実現企画・計画・

調査・分析

②対策
実行

設計・施工
（監理）

③経済的
補償

保険金の支払
（財物・工事・
利益・保険）

④復旧・
維持管理

企画・計画・
調査・解析・
設計・施工（監理）東京海上

ディーアール（株） 東京海上日動
火災保険（株）

ID&E
ID&E

平 時

災害発生

復旧・
復興
開始

事業の
中断

経済的な
困窮 × 災害後の

対応に追われ
被害が拡大

災害発生

①現状
把握 ！ 被害を抑え

早期復旧・
事業継続を実現企画・計画・

調査・分析

②対策
実行

設計・施工
（監理）

③経済的
補償

保険金の支払
（財物・工事・
利益・保険）

④復旧・
維持管理

企画・計画・
調査・解析・
設計・施工（監理）東京海上

ディーアール（株） 東京海上日動
火災保険（株）

ID&E
ID&E
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「保険」╳「技術」
社会全体のレジリエンスを高める

❶ 液状化対策ソリューション
巨大地震等を想定した液状化リスクに備え、リスクの可視化から対策・
復旧までサポート

❷ 水害リスク評価と対策
浸水リスクの把握から対策・効果検証までを実施し、最適な対策を提案

❸ 土砂災害レジリエンス
土砂災害による大きな損失を抑えるため、リスクの可視化から対策・復旧・
復興・維持管理までを一貫支援

❹ 衛星データの利活用
平時の地盤・インフラの変状モニタリングから災害時の状況把握まで迅速に対応

❺ データセンター開発支援
災害リスクを考慮した適地選定や電力・水などの関連インフラ開発、建築・
景観設計、許認可取得や事業開発を一貫してサポート

❻ 資産戦略ワンストップサービス
施設・土地・設備を見える化し、災害リスクや老朽化に備えた最適な再編を実現

❼ 道路交通マネジメントサービス
ビッグデータを活用し、交通事故・渋滞対策、公共交通計画策定、道路維持
管理など道路交通分野の問題解決を支援

❽ 再エネルギー導入・活用支援（蓄電池の導入・活用）
地域の再エネ創出から地産地消の仕組みに対して、脱炭素化をワン
ストップで支援

❾ サステナブル・デザイン
脱炭素やネイチャーポジティブ等を組み込み、再生型まちづくりで地域
と事業の価値向上を支援
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気候変動適応
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変電

土地活用

トンネル

工業団地

衛星情報 海岸保全

土地造成

ドローン

送配電

蓄電池

空港・ヘリポート

鉄道

水質

砂防

建築

地盤

港湾

農村・地域整備

水工インフラ

データセンター

ICT・情報

防災

防衛
地質

治山

ダム・水力発電 森林・環境保全

カーボンクレジット

河川・治水

エネルギーマネジメント

交通計画・モビリティ

都市計画・都市開発

電力設備・土木工事

インフラ・アセットマネジメント

用地補償

廃棄物

測量

道路

橋梁

ランドスケープ
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ID&Eグループのあゆみ

1946〜 1970〜 1990〜

ID&Eグループは創業者・久保田豊が大切にしていた「誠意」「ビジネスマインド」を受け継ぎ、1946年の日本工営
創業以来、先駆的な取り組みにチャレンジしてきました。約80年にわたり、刻々と変化する社会課題やニーズに対し
て最適解を提供する取り組みが現在の当社グループの強みに繋がっています。これからも未来を見据えて成長し続
けていきます。

国内
コンサルタント

海外
コンサルタント

電力
エンジニア
リング

都市空間

1946
霞ヶ浦、八郎潟干拓
計画測量

1973
新秋田空港

1949 
屋久島総合開発
基本調査

1961
由比地すべり調査

時代の
課題・要請 ・国内外の戦後復興、高度経済成長 ・オイルショック

・ODAの増加と多様化 ・�バブル崩壊、公共事業費・ODA事業費削減、 環境問題への関心の高まり

・�国内外の戦後復興、�
基本的な生活基盤づくりに貢献 ・経済成長に伴う急速な経済社会基盤整備 ・�自然・社会環境にも配慮したインフラの改修・ 整備当社の

価値創造

1986
明石海峡大橋アンカレイジ
東京都新庁舎
建設環境アセス

1996
全国道路防災点検
空港B滑走路1976

荒川ダム

1954
ビルマ �
バルーチャン
水力

1978
インドネシア 
アサハン タンガダム

1966
ラオス 
ナムグム多目的ダム

1985
シリア 東メスケネ灌漑
中国 天生橋第二水力
ホンジュラス 
チョルテカ流域農業開発

1947
ブロッキングコイル
第1号開発
1949
赤沢発電所 
水車発電機据付
向風発電所 
簡易自動化装置
1957
長篠発電所 水車

1972
新栃木変電所（500kV）
1976
天神発電所 水車発電機

（10MW超）
神通川水系 ダム監視�
制御システム
1983
下総変電所 新総制移行�
システム

1960
川崎変電所（150kV）
1964
マレーシア 
バタンパダン送電線
（132kV）
1968
安曇幹線、
福島原子力線（500kV）

1985
チリ シング送・変電網（230kV）
1991
新富士変電所 大容量変電所用�
テレコン親局システム
1992
関山発電所
S形チューブラ水車発電機

1995
ネパール 
シンズリ道路

2003
横浜中制御所
第5世代（改良分散）システム
2008
バングラデシュ
230kV送電線／変電所

1955
南ベトナム ダニム水力

1969
韓国 昭陽江水力

1982
スリランカ マハベリ灌漑

1998
ベトナム 
ハイバントンネル

創業期

1970年3月期
売上収益

80億円 発展期

1990年3月期
売上収益

561億円 成熟期

国内外の戦後復興に着手
日本工営の創業者・久保田豊は、1930年代から終戦を迎える1945年まで、朝鮮半島においてダム建設や発電施設の整備に従事し、地
域の経済発展に貢献しました。終戦後、荒廃した国土を復興する使命感から創業を決意。日本に引き揚げてきた土木や地質、電気や機
械などの技術者を集め、国土基盤や電力供給の復興に尽力しました。復興への想いは海外諸国に対しても同様で、1954年に海外進出
第1号としてビルマ（現 ミャンマー）の発電プロジェクトを手掛け、当社グループのグローバル化の端緒となりました。

受け継がれる創業者スピリット
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1990〜 2010〜

・�バブル崩壊、公共事業費・ODA事業費削減、 環境問題への関心の高まり ・国内人口減少、災害激甚化、SDGs・脱炭素時代へ

・強靭で持続可能、安全・安心な社会基盤整備・�自然・社会環境にも配慮したインフラの改修・ 整備

2007
鶴田ダム再開発

2011
東日本大震災対応

エネルギー
2018
エネルギー事業立ち上げ
欧州蓄電プロジェクト投資

2014
八ツ場ダム

2013
大槌町管理CMR

2017
BDP社 ウエストミンスター宮殿
改修事業

2005
パナマ湾浄化

2009
新京葉変電所 構内洞道
2011
新曽木発電所

2014 
小又川第四発電所他3発電所
2016 
大洞第一発電所

2008
ホーチミン市
都市鉄道1号線

2006
インド 貨物専用
鉄道DFC

2020
ケニア モンバサ
ゲートブリッジ

2013
バングラデシュ �
ダッカMRT6号線
ベトナム �
ラックフェン国際港

2006
インドネシア �
アサハン第三水力

2014
ミャンマー ティラワ�
地区インフラ開発

2021　�電力エンジニアリング事業、�
エネルギー事業を統合

これから

社会課題解決の
新たなステージへ

２
０
２
5
年　

東
京
海
上
グ
ル
ー
プ
参
画

2024
令和6年能登半島地震対応

2026
フィリピン　
ダルトンパス�
東代替路建設事業

2010年3月期
売上収益

650億円

2025年度
売上収益

1,651億円
革新期

■ コンサルティング　■ 都市空間　■ エネルギー

日本の「建設コンサルタント業務」の原形を確立
久保田豊は、インフラの事前調査から評価、設計・施工監理までを行うといった今日の日本の建設コンサルタント会社の原型となる業務プロ
セスを確立しました。そして、電気系・土木系の技術に限定することなく、社会課題解決に向けてさまざまな専門領域をカバーする技術者たち
が連携してプロジェクトを推進する当社グループの事業スタイルが生まれました。久保田豊の足跡は、そのまま今日の建設コンサルタント会社
が果たす役割として社会に定着しています。

保険と技術の融合で、
新たな価値提供・民間市場の

拡大を目指す

2016
BDP社を買収
都市空間事業立ち上げ

2022
日本工営都市空間
株式会社を設立

２
０
２
３
年　

I
D
&
E
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社
設
立

解決すべき社会課題

総合力
世界の社会開発のニーズに
合わせたソリューションを

ワンストップで提供

技術人財

都市空間
セグメント

エネルギー
セグメント

コンサルティング
セグメント

コン
サルテ

イング&エンジニアリング

2023
日本工営エナ
ジーソリュー
ションズを設立
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ID&Eグループのソリューション

コンサルティング事業
千五沢ダム再開発事業

ダルトンパス東代替道路建設事業

官民一体となって、ダム改良の事業を推進

豪雨災害の激甚化や頻発化の影響により、ダムの治水機能の強化が求められています。既
存ダムのかさ上げによる貯水容量の増強や放流設備の改良は対策の一つです。千五沢ダ
ム再開発事業は、既設農業用ダムを改良し、ダムの洪水吐き（余分な水を流す設備）の放
流能力を増強する事業です。日本工営も設計者の１社として携わりました。
本事業では、安全性、確実性、維持管理、経済性などの観点から、「ラビリンス型洪水吐き」
を採用しています。ラビリンス型洪水吐きは、水が流れる部分を迷路状（ラビリンス状）の形
状とすることで実質的な越流頂長※を長くし、限られたスペースでも大きな放流能力を確保
できる構造です。これを適用することで、コンパクトな構造を実現し、既設ダムの高さを変え
ずに洪水吐きの配置が可能となりました。配置にあたっては、既設洪水吐き上流側の地形を
最大限活用し、設計・施工計画・水理模型実験の結果を相互に反映しながら検討を進めま
した。完成した洪水吐きは、国内初となる大規模なラビリンス型洪水吐きです。高い放流機
能を備えることだけでなく、周辺地形や環境に馴染むよう、シンプルな構造を採用しました。
※越流頂長：水が堤を越えて流れる部分の長さ。長いほど多くの水を流すことができる。

本事業は、全建賞、ダム工学会技術賞、コンクリート工学会作品賞、土木学会技術賞を受
賞するなど、その技術的価値と先進性が高く評価されています。設計では、現地の地形を
最大限活用した点や、既設アースダムへの影響を抑えるために施工計画とも連携して検討
を進めた点、工事では、官民が一体となって事業を推進した点が評価されました。

千五沢ダム全景

放射状に配置されたデザイン

災害に強い代替道路を整備し、地域の連結性向上と経済活性化に貢献

フィリピン国最大の南北幹線道路網であるパン・フィリピン・ハイウェイ（PPH）は、ルソ
ン島北部において主要幹線として機能し、ダルトン峠を越える既存国道の山岳地帯（約
60km）はルソン島北部とマニラ首都圏を結ぶ交通・物流の要衝となっています。一方
で、同地帯は自然災害の影響を受けやすく、1990年のバギオ地震では約半年間にわた
り通行止めとなりました。さらに、急勾配や急カーブが連続する地形条件により、走行
の安全性と速度の確保が課題となっています。そのため、安定的かつ効率的な交通・物
流ネットワークの確保に向け、代替道路の整備が求められています。
本事業は独立行政法人国際協力機構（JICA）による政府開発援助（ODA）として、ダルト
ン峠を越える既存の山岳国道の東側に、トンネルを含む新たなバイパス道路を整備し
ます。日本工営およびJV各社は、高速道路、橋梁およびトンネルの詳細設計・施工監
理業務、運営・維持管理事業のPPP（Public Private Partnership：官民連携）導入
に向けたトランザクションアドバイザリー業務を実施します。また、日本工営エナジーソ
リューションズは、道路管制センターを含む電気・機械・情報通信設備の基本設計・施
工監理業務ならびに運営・維持管理に関わるサービスを提供し、フィリピン現地法人
Philkoei International, Inc.は現地特有の自然条件や設計基準などを熟知するフィリ
ピン国籍のエンジニアの派遣を実施します。
完成後は1日当たりの交通量が約1.7倍に増加、平均走行速度が約2倍に向上する見込みです。

現地踏査 橋梁架橋地点

完成予想図（北トンネル北側坑口と鋼トラス橋）

NewsPicks｜「２週間でトンネル通せ」政府の依頼より大切にすべきこと。アジアを創った日本企業の魂が凄い
https://youtu.be/k8wL-bXLsxo?si=jZE0g0YTrS5nu9Ha
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技術力

●� �高度な解析・シミュレーショ
ン・予測を用いて、自然の
メカニズムを紐解き、災害
への備えを最適化

実行力

●� �災害時には直ちに緊急対
応に着手、企画から施工段
階まで一貫して顧客に伴走

総合力

●� �全国のあらゆるインフラを
約80年にわたり整備してき
た実績および幅広い分野
の専門家が結集

DXを活用した​
インフラ点検・診断

●� �維持管理の効率化・高度化を
図る上で、最新技術（AI/RPA）
を活用

●� ��3Dスキャンなどによる損傷箇
所の把握、 AIによる健全性な
どの診断を実施

インフラの計画立案・設計

●� ��社会のニーズが多様化する中、
さまざまな領域の専門家が結
集し、総合力で最適な解決策
を提供

海外でのインフラ整備

●� �海外では、幅広い分野で地域
や国の発展を支えるインフラ
の整備プロジェクトを実施

●� �基本設計、詳細設計、入札支
援、施工監理、人財トレーニン
グまで一気通貫で対応

災害情報の予測・提供

●� �雨量・水位をデータ解析し、氾
濫情報をリアルタイムで提供

●� �衛星データを利用し、斜面変
動のリスクを可視化

最適なインフラマネジメント

●� �土木のみならず、地質、建築、
機械、電気、通信、環境などの
技術を駆使した事業全体のプ
ロジェクトマネジメント

防災の官民連携

●� �地域における行政の計画を考
慮した災害対策立案

●� �複数の選択肢を検討し、費用
対効果を示した上で、最適な
計画立案・検討

既
存
事
業
で
培
っ
た 

強
み

自然環境・構造物に関する
専門知

企画から施工段階まで
豊富な経験

さまざまなインフラに
関する横断的な技術

豊
富
な
イ
ン
フ
ラ
整
備
経
験
を
活
か
し
た 

新
た
な
提
供
価
値
の
例

大規模かつ複雑なインフラ整備事業、あるいは複合災害の復旧・復興事業に対し、
企画・計画から設計、運営・維持管理まで一貫して対応が可能です。
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都市空間事業
大阪・関西万博に関連した取り組み

海外パビリオンの円滑な整備と、万博を契機とした先進的なバリアフリー施策の推進

インドネシアパビリオン施工監修業務
大阪・関西万博において、日本工営都市空間は、インドネシア政府国家開発企画庁

（BAPPENAS）が発注したインドネシアパビリオン建設事業に参画し、現地コンサルタ
ント共同企業体の日本側パートナーとして施工監修を担当しました。日本における設計・
施工に関する技術的助言や品質管理支援に加え、関係者との緊密なコミュニケーション
を通じてプロジェクトの推進を支援し、多くの外国パビリオンが開幕直前まで昼夜問わ
ず突貫工事を続ける中、期限内での完工に貢献しました。

万博のレガシーとなるバリアフリー施策の展開支援
大阪・関西万博では、先進的なバリアフリー基準の導入や、高齢者・障がい当事者の
意見を計画段階から反映する「当事者参画」など、誰もが利用しやすい環境づくりが進め
られました。日本工営都市空間は、これらの先進事例を整理するとともに、大阪府によ
る「大阪府福祉のまちづくり条例ガイドライン」の改訂を支援しました。現地検証や関係
者ヒアリングを通じて利用者目線の課題を抽出し、実務で活用しやすい構成へ再編する
ことで、万博の成果を府域全体へ広げるバリアフリー推進の指針づくりに貢献していま
す。

ロンドン ナショナル・ギャラリー新棟設計

ID＆Eグループの英国建築設計会社BDPは、隈研吾建築都市設計事務所および英国
の建築設計事務所MICAと共同で、ロンドンの国立美術館「ナショナル・ギャラリー」の
新棟設計を担うチームとして選定されました。
本計画は、創設200年を迎えるナショナル・ギャラリーにおける過去最大規模の変革
プロジェクトであり、1900年以降の近現代絵画の展示拡充を通じて、西洋絵画の歴史
を一貫して鑑賞できる世界唯一の美術館を目指すものです。
チームの設計案では、歴史的建築との調和を図りながら、レスター・スクエアとトラ
ファルガー広場をつなぐ公共空間や屋上庭園を整備し、都市との一体化を提案した点
が高く評価されました。また、 BDPは社会価値や環境価値を設計段階から組み込んだ

「Climate & Social Action Design Framework」を提案し、都市デザイン、サステ
ナビリティ、技術設計および事業推進面で
中心的な役割を担います。

大阪・関西万博インドネシアパビリオン

現地調査中の様子

ID&Eグループのソリューション

国際コンペティションで共同提案が最優秀案に選定

エントランス完成イメージ図屋上の完成イメージ図

新館の完成イメージ図
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技術力 実行力総合力既
存
事
業
で
培
っ
た 

強
み

ファシリティマネジメント
サービス 法令対応

●� �行政協議・申請の支援、法令
に基づく環境対策などの支援

建築CM（コンストラクション・
マネジメント） 業務

●� �建設プロジェクトの各段階にお
ける技術的な支援  

●� �データセンターなどの重要施
設の土木・建築エンジニアリ
ングサポート 

関係者合意形成

●� �建設プロジェクトに関する、自治
体・住民などとの合意形成支援、
説明会運営・協議資料作成支援

建築設計

● �公共や民間を問わず、建築に関
する調査・計画・設計・工事監
理、建設プロセス全般のマネジ
メント業務を実施

● �脱炭素化を促進する排出の少な
いゼロエミッション建築の設計

土地利活用検討

●� �事業集約などに伴う工場跡
地などの不動産価値の最大
化を支援

●� �大規模プロジェクトなどにお
けるステークホルダー調整

豊
富
な
イ
ン
フ
ラ
整
備
経
験
を
活
か
し
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新
た
な
提
供
価
値
の
例

都市の開発・再開発における企画・構想段階から設計・運営・維持管理にわたる
一連のプロセスをワンストップで提供します。

●� �専門知識と豊富な経験に
基づく企画計画・提案

●� �関係者の合意形成を促す
調整力（土地区画整理事
業は国内随一の実績（全国
30,000ha））

●� �土木と建築の融合による
土地活用提案

●� �企画から実施段階まで一
貫したサービス提供

建築、空間デザインの
専門知

行政手続きに
対する理解

都市開発の土木と 
建築の融合

●� �施設の現地調査（劣化調査）、
管理・運用状況の確認、施設性
能評価を実施

●� �企業が保有する施設・設備・イ
ンフラ等の固定資産情報を活
用し、施設管理の高度化や事
故・災害リスク低減を支援



ID&Eグループのソリューション
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エネルギー事業
新京葉変電所

蓄電池事業の海外展開

拡大する電力需要を支える変電所機能の強化

自治体によるデータセンター誘致や地域開発の急速な進展を背景に、電力需要が増加しています。こうした産業立地の進展に伴い、最
大需要電力は今後も増加傾向が続く見通しです。
発電所でつくられた電気は、そのままでは送電や利用ができません。送電時にはエネルギーロスを抑えるために高電圧へ変換し、家
庭や工場で利用する際には適切な電圧へ変換する必要があります。この役割を担うのが変電所です。変電所は電圧を変換するだけで
なく、電力の供給先を分配したり、送電設備などで事故が発生した際に影響範囲を切り離したりすることで、広域停電を防ぎ、安定した
電力供給を支えています。
新京葉変電所は、首都圏および千葉県へ電力を供給する重要な変電所です。ID&Eグループは、2018年に同変電所の5号・8号変圧
器新設工事を担当しました。その後、2022年には第2期工事として6号変圧器増設工事に着手し、2023年8月に竣工しました。さらに、
工業団地の整備が進む千葉ニュータウンや印西市などの電力需要増加に対応するため、
154kV引出口増設工事や変圧器増設工事などにも携わっています。
日本工営エナジーソリューションズは、電力設備の設計・施工・保守に加え、コンサルティ
ングまで一貫して手がける強みを有しています。こうした知見を活かし、厳格な安全管理
のもとで無事故施工と高品質な現場運営を徹底し、電力インフラの整備を通じて地域の
持続的な発展と安定した電力供給に貢献しています。

6号変圧器（275kV/154kV、450MVA）

再生可能エネルギーの力を引き出す蓄電池

太陽光・風力をはじめとする自然のエネルギーは気象条件などによって変動しやすいた
め、発電量の変動を抑え、安定的に電力を供給することが課題となります。再生可能エ
ネルギーの比率が高まる中、電力系統の安定化に向けて、蓄電池の役割が一層高まって
います。
日本工営エナジーソリューションズでは、蓄電所の開発から蓄電所の運営まで、一貫して
手掛ける体制を整えています。
2021年12月にはベルギー国内で蓄電所の建設に着手し、2023年3月には同国で需給調
整サービスの提供を開始しました。事業拡張のため、2026年4月より新たに2件の系統用
蓄電所をベルギーで建設中であり、2027年後半の運用開始を目指しています。合計出力
は約125MW/350MWhとなり、ベルギーでも有数の蓄電所群となる予定です。英国で
も2カ所に系統用蓄電所を建設し、そのうち1カ所で需給調整サービスを展開しています。
欧州の知見を活かし、日本では「秋田臨海処理センターエネルギー供給拠点化事業」に参
画。また、タイおよびインドネシアにおいても新会社Nippon Koei Energy Thailand, 
Nippon Koei Energy Indonesiaを設立し、東南アジアにおける再生可能エネルギー導
入や送配電インフラ設備、水力発電事業の推進を加速しています。

ベルギーで運用中のRuien Energy Storage

ベルギーで新たに建設中の
RES 2、 RES 3系統用蓄電所の起工式

プロジェクトムービー｜欧州蓄電所建設・運用プロジェクト
https://youtu.be/OVYmtAbGebg?si=4Sbv4AUVlZGtuhfP

ID&Eグループのソリューション
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エネルギーに関するコンサルティング、開発・運営からものづくりまで、
電力サプライチェーンの多岐にわたるサービスを提供します。

技術力

●� �創業以来蓄積してきた水
力発電、欧州で培った蓄電
池などに関する専門的知
見

実行力

● �電力市場取引代行、調整
力供出、蓄電池などによる
エネルギーマネジメントの
提供実績

総合力

●� ��計画立案から製造・施工、
運営までをワンストップで
サービス提供

既
存
事
業
で
培
っ
た 

強
み

脱炭素技術の
専門知

電力市場・
制度の理解

一気通貫での 
サービス提供

エネルギーマネジメントの提供 アグリゲーション（取引代行）

●� �再生可能エネルギー調達や余
剰の再生可能エネルギー電力
売却などを取引代行により支援

●� �電力供給、需要の最適運用の
ためのエネルギーマネジメント
の提供

蓄電池導入

●� �環境負荷の低減、再生可能エ
ネルギー利用率の向上を目指
した蓄電池導入に関する技術
支援

水力開発・O&M

●� ��創業時から国内外で水力発
電に携わり、適地調査、水文
解析、土木工事や発電・制御
設備、運用保守を提供

計画・設計・施工・運営

●� �企画段階の計画立案から、設
計、施工、製造据え付け、運営
に至るまで一気通貫で支援

● �福島事業所では、機器やシステ
ムのオーダーメイドのモノづく
りを担う

許認可獲得・補助金活用

●� �再生可能エネルギー設備導入
のための許認可取得、補助金
活用のための支援

発電事業者

自社拠点

広域機関／
一般送配電
事業者

小売電気
事業

アグリゲーター

非化石証書
再エネ電気

非化石証書
再エネ電気

需給
インバランス精算

FIP
プレミアム

RE100の実施イメージ

福島事業所

豊
富
な
イ
ン
フ
ラ
整
備
経
験
を
活
か
し
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新
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な
提
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価
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例
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ネットワーク（2026年8月31日現在）

 主なグループ会社（連結子会社）

● 日本工営株式会社
● 日本シビックコンサルタント株式会社
● 株式会社ジオプラン・ナムテック
● 株式会社コーエイリサーチ＆コンサルティング
● 中南米工営株式会社
● NIPPON KOEI LAC, INC.
● �NIPPON KOEI LATIN AMERICA - 
CARIBBEAN, MEXICO S.DE R.L. DE C.V.

● NIPPON KOEI LAC DO BRASIL LTDA.
● NIPPON KOEI MOZAMBIQUE, LTDA.
● NIPPON KOEI INDIA PVT. LTD.

● PHILKOEI INTERNATIONAL, INC.
● KOEI AFRICA COMPANY LIMITED
● NIPPON KOEI MOBILITY SDN. BHD.
● NIPPON KOEI BANGLADESH LTD.
● �NIPPON KOEI VIETNAM CO., LTD.
● PT. INDOKOEI INTERNATIONAL
● MYANMAR KOEI INTERNATIONAL LTD.
● PT. CIKAENGAN TIRTA ENERGI
● MIKADO RAIL PTY LTD
● �NIPPON KOEI LAC COLOMBIA 
INGENIEROS CONSULTORES SAS

コンサルティングセグメント

● 日本工営都市空間株式会社
● 株式会社玉野エコスト
● 株式会社黒川紀章建築都市設計事務所
● BDP HOLDINGS LIMITED
● BUILDING DESIGN PARTNERSHIP LIMITED
● QUADRANGLE ARCHITECTS LIMITED

都市空間セグメント

横浜事業所

日本工営都市空間

国内主要拠点 凡例
 ID&Eホールディングス本社
日本工営本社
日本工営エナジーソリューションズ本社
日本工営ビジネスパートナーズ本社
日本工営都市空間 東京本社
 支店
研究所
  事務所

海外主要拠点 凡例
 本社（グループ会社）
 事務所
 連絡事務所

Edinburgh
Glasgow
Liverpool

Dublin

Sheffield
Cardiff
Bristol

London

BDP HOLDINGS 
Manchester
Leeds
Birmingham

NIPPON KOEI ENERGY EUROPE
Rotterdam

RUIEN ENERGY STORAGE
Waregem

Warsaw
Kyiv

Tunis
Rabat

Abu Dhabi

Baghdad
Amman

KOEI AFRICA
Nairobi

NIPPON KOEI MOZAMBIQUE
Maputo

MIKADO RAIL PTY LTD

NIPPON KOEI INDIA
New Delhi

NIPPON KOEI BANGLADESH
Dhaka

Colombo

PHILKOEI
Manila

Ho Chi Minh City
Phnom Penh

MYANMAR KOEI
Yangon

NIPPON KOEI MOBILITY 
Kuala Lumpur

Singapore

VientianeNaypyidaw

NIPPON KOEI 
VIETNAM
Hanoi

PT. CIKAENGAN
PT. INDOKOEI
Jakarta

PT NIPPON KOEI ENERGY 
INDONESIA

Bangkok
NIPPON KOEI ENERGY THAILAND

BDP ARABIA 
Riyadh
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沿革

1946	� 東京都千代田区内幸町に新興電業株式会社設立
（1947年 日本工営株式会社に改称）

1954	� ビルマでバルーチャン発電計画受注（海外進出第1号）

1958	� 株式会社日機製作所を買収�
（1982年7月 株式会社ニッキ・コーポレーションに
商号変更、現 連結子会社）

1963	� 東京証券取引所市場第二部に株式上場

1978	� 東京都千代田区麹町に本社ビル竣工、本店を移転�
東京証券取引所市場第一部に指定替え

1986	� 株式会社コーエイシステム設立（現 連結子会社）

1989	� フィリピンにPHILKOEI INTERNATIONAL,INC.�
設立（現 連結子会社）

1992	� インドネシアにPT.INDOKOEI INTERNATIONAL
設立（現 連結子会社）　�
株式会社エル・コーエイ設立（現 連結子会社）

1995	� 株式会社コーエイ総合研究所設立

2003	� 中南米工営株式会社設立（現 連結子会社）　�
日本シビックコンサルタント株式会社を子会社化
（現 連結子会社）

2005	� 玉野総合コンサルタント株式会社を子会社化
（2022年7月 日本工営都市空間株式会社に商号
変更、現 連結子会社）

2007	� ブラジルにNIPPON KOEI LAC DO BRASIL 
LTDA.設立（現 連結子会社）

2008	� インドにNIPPON KOEI INDIA PVT. LTD.設立�
（現 連結子会社）

2010	� パナマにNKLAC, INC.設立（2011年9月 NIPPON 
KOEI LAC, INC.に商号変更、現 連結子会社）

2012	� ベトナムにNIPPON KOEI VIETNAM CO., LTD.�
設立（現 連結子会社）

2013	� ミャンマーにMYANMAR KOEI INTERNATIONAL 
LTD.設立（現 連結子会社）

2015	� 株式会社工営エナジー設立（現 連結子会社）

2016	� 英国の建築設計会社BDP HOLDINGS LIMITEDを
子会社化（現 連結子会社）

2017	� 株式会社コーエイリサーチ＆コンサルティング設立
（株式会社コーエイ総合研究所とシステム科学コン
サルタンツ株式会社が経営統合、現 連結子会社）

2018	� バングラデシュにNIPPON KOEI BANGLADESH 
LTD.設立

2019	� カナダの建築設計会社QUADRANGLE ARCHITECTS 
LIMITEDを子会社化（現 連結子会社）

2020	� 東京都千代田区麹町に本社ビル竣工（建替え）

2021	� 創立75周年記念事業を実施

2022	� 日本工営都市空間株式会社発足

2023	� ID&Eホールディングス株式会社設立、持株会社体
制へ移行

2025	� 東京証券取引所プライム市場から上場廃止、�
東京海上ホールディングス株式会社の完全子会社化

 主なグループ会社（連結子会社）

● �日本工営エナジーソリューションズ�
株式会社

● 株式会社コーエイシステム
● 株式会社工営エナジー
● �NIPPON KOEI ENERGY 
EUROPE B.V.

● �RUIEN ENERGY STORAGE NV
● �NIPPON KOEI ENERGY 
THAILAND CO., LTD.

● �PT NIPPON KOEI ENERGY 
INDONESIA

エネルギーセグメント

● �日本工営ビジネスパートナーズ�
株式会社

● 株式会社ニッキ・コーポレーション
● 愛知玉野情報システム株式会社
● 株式会社エル・コーエイ

その他

中央研究所

福島事業所

QUADRANGLE
ARCHITECTS
Toronto

Lima

NIPPON KOEI LAC
Panama City

NIPPON KOEI LAC COLOMBIA 
Medellin

NIPPON KOEI LAC 
DO BRASIL
Sao Paulo



〒102-8539 東京都千代田区麹町５丁目4番地
https://www.id-and-e-hd.co.jp/


